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ィ
 地域福祉の推進等について 

(1) 平成 1 T 年度における 事業の実施について 

平成 1 7 年度においては、 地域のセーフティネ 、 ット 機能の強化を 目的とする「セ 一 

フティネット 支援対策等事業費補助金」を 創設 ( 既存の補助金を 統合化 ) することと 

しているが、 当該補助事業の 一つとして、 地域社会の支えを 必要とする 要 援護者の自 

立 ・就労を支援するため、 福祉サービスの 利用援助や苦情解決、 低所得世帯等を 対象 

とした資金の 貸付け、 福祉人材の養成・ 確保、 さらに住民が 相互に支え合う 地域づく 

りの支援等により、 地域社会におけるセーフティネット 機能を整備する「地域社会安 

心確保事業」を 実施することとしている。 

従来の地域福祉推進事業及び 生活福祉資金貸付事業については、 平成 1 7 年度から 

当該補助金により 実施することとしているが、 この統合補助金化により 地域福祉に係 

る 事業を実施するにあ たっては、 実施主体であ る各地方自治体の 主体的判断と 意思に 

より、 地域の実情に 合わせて大きな 枠組みの中で 柔軟に執行できることとしたので 了 

知 願いたい。 また、 これに伴い国庫補助申請事務の 簡素化等も図る 予定であ る。 

「地域社会安心確保事業」は 次の 3 事業で構成されており、 各々の概要は 次のと お 

りであ る。 

①地域社会安心確保基盤整備事業 ( 実施主体 : 都道府県、 指定都市、 中核市 ) 

都道府県等が 実施する、 従前の都道府県地域福祉推進事業のうちの「地域福祉 

推進支援事業」「地区民協会長等研修事業」のほか、 福祉人材確保推進事業や 福 

祉サービスの 第三者評価推進事業等を 補助対象とする。 ( 直接補助ト郎間接補助 ))   
      0  地域福祉推進支援事業 

  
  
  
  

    
  
  市区町村が要援護者に 対して行 う 自立・就労に 向けた支援サービス : 
  
    
  
  や 住民が相互に 支え合う地域社会づくりを 総合的に支援するため、 広       
  
    
  
    域 的見地からの 福祉サービスの 提供、 新たなサービスの 創出等を行う       
    

      事業。 
  
  
  

    
  

      地区民協会長等研修事業 
  
  
  
  

    
    
  民生委員・児童委員が 要援護者に対して 行 う 訪問や見守り、 相談、   
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  専門機関との 連携等の活動を 推進するため、 必要不可欠な 知識及び 技 : 
    
    

    
  術を修得させる 事業。   
    
    
  
  Ⅹ 従前の都道府県地域福祉推進事業については、 実施主体を都道府 : 
  
    
  
  県 ・指定都市社会福祉協議会から 都道府県・指定都市へ 変更すると         
    
    

    
  ともに、 委託に よ る実施も可能とした。   
    
  
  
  Ⅹ都道府県・ 指定都市においては、 これまでの支出科目等を 変更し       
    
    

    
  ていただく必要があ る。     

②地域社会安心確保推進事業 ( 実施主体 : 都道府県・指定都市社会福祉協議会 ) 

都道府県・指定都市社会福祉協議会が 実施する、 従前の都道府県地域福祉推進 

事業のうちの「地域福祉権 利擁護事業」「ボランティア 振興事業」のほか、 生活 

福祉資金貸付事業等を 補助対象とする。 ( 間接補助 )   
      0  地域福祉権 利擁護事業 

  
  
  
  

    
  
  認知 症 高齢者、 知的障害者、 精神障害者等の 判断能力が不十分な 者 : 
  
    
  
  が 地域において 自立した生活が 送れる よう にするため、 福祉サービス : 
  
    

      利用援助事業、 当該事業に従事する 者の資質の向上のための 事業並び       
    
    

    
  に 福祉サービス 利用援助事業に 関する普及及び 啓発を行 う 事業。   
    

      0  ポランティア 振興事業 
  
  
  
  

    
  
  ボランティア 活動の推進を 図るため、 広域的な対応、 開拓的・先駆 : 
  
    
  
  的 課題に対する 取組等を通じ、 市町村への支援を 行 う ほか、 ボラ、 ノ 一 ア ・ ・ 

  
    
    
  ノ ア活動に参加しやすくするための 体制の整備を 図る事業。   
    
    

      0  生活福祉資金貸付事業 
  
  
  

    
    
  
  低 所得世帯、 障害者世帯、 高齢者世帯等に 対し、 その経済的自立と : 
    
    
  
  生活意欲の助長促進並びに 在宅福祉及び 社会参加の促進を 図り、 安定 : 
  
    
  
  した生活を確保するため、 資金の貸付けと 民生委員による 必要な援助       
  
    

      指導を行う事業。 
  
  
  

  - - - - - - - 一一一一 - - - - 一一一 - - - 一 - - - - - - - 一一 - - - - - 一一 - - - 一一一一 - - - - 一一一 - - - - 一 - - - "- - 一 "- - - 一一一 "- 一 "- o   

③地域社会安心確保ネットワータ 事業 ( 実施主体 : 市町村 ) 

市町村が実施する、 住民や福祉関係者等による 山地域を単位とした 見守り・訪 

問等の支援サービスの 実施、 並びに関連して 行 う ニーズの把握、 ボランティアの 
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養成、 広報活動等の 事業を補助対象とする。 ( 間接補助 ( 指定都市については 直接 

補助 )) 

なお、 事業の実施にあ たっては、 高齢者や障害者等のみならず、 生活保護受給 

者の自立支援について 市町村と福祉事務所の 密接な連携が 必要不可欠であ る。   
  

      Ⅹ従前の市区町村地域福祉推進事業については 実施主体を市区町村 : 
    
    
  
  社会福祉協議会から 市町村へ変更 ( 委託による実施も 可能 ) すると : 
  
    
  
  ともに、 平成 16 年度に「ふれあ いのまちづくり 事業」「ボランテ       
  
    
  
  ノ ア養成等事業」を 実施しているか 否かに関わらず 本事業の内容と         
    
  
  
  合致する事業については、 地域の実情に 合わせて実施できることと       
    
    
    
  する予定であ る。   
    
    

:  Ⅹ また、 市町村が実施主体となるため、 事業の実施に 要する経費等の : 
    
    
  計上について 遺漏なきよう 周知願いたい。   
      

( 注 ) なお、 ホームレス自立支援事業をはじめとする 地域福祉課所管のホームレ 

ス 対策事業についても、 この「セーフティネ 、 ット 支援対策等事業費補助金」 

0 対象事業として 補助を実施することとしている。 

(2) 地域福祉計画の 策定について 

ア 地域福祉計画は、 住民の主体的な 参加により、 地域における 生活ニーズを 明らか 

にするとともに、 その解決に向け 公民協働により 多様なサービスを 総合的に提供す 

る 体制を計画的に 整備するものであ り、 地域福祉の推進にとって 大きな柱となるも 

のであ る。 

計画策定に当たっては、 コミュニティ ( 日常生活圏域 ) 単位の小地域において、 

住民自身が座談会等をとおして 地域の生活上の 課題を明らかにし、 その解決に向け 

た 取り組みを自ら 検討する手法を 基本として策定されることが 重要であ る。 このよ 

うな策定過程を 通して、 住民が自らの 地域に関心を 持ち、 互いに助け合い、 支え合 

うような人と 人との関係づくりを 進めることが 期待されるものであ る。 

また、 そのような住民参加の 取り組みを行 う 際には、 障害のあ る方々が有する 問 

題 、 外国籍の人々が 有する問題、 同和問題その 他地域社会で 生じている様々な 社会 

問題についても、 生活上の課題が 地域住民によって 広く共有されるよう、 その汲み 
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上げに向けた 配慮が必要であ る。 

イ 平成 1 7 年には、 市町村合併もおおむね 終了し、 市町村地域福祉計画の 策定が本 

格化すると考えられるので、 都道府県においては、 地域福祉計画策定ガイドライン 

及び地域福祉支援計画の 策定とともに、 管内市町村に 対する一層の 支援を願いた い 。 

また、 地域福祉計画の 策定に当たって、 介護保険事業計画や 障害保健福祉計画等 

との整合性を 図ることが必要であ り、 計画作成担当部局と 十分に連携を 図りながら 

策定するよ う 周知願いたい。 

ウ 厚生労働省においては、 計画策定に取り 組む市町村のモデルとして 1 5 市町村を 

選定し、 住民の主体的な 参加による地域福祉計画の 策定に取り組んでいただき、 そ 

の中で得られた 手法を地域福祉計画を 策定する自治体に 発信し、 牽引役となって い 

ただいているところであ る。 都道府県においても、 こうしたモデル 市町村における 

計画策定の工夫、 とりわけ地域における 生活上の課題の 集約や分析についての 手法、 

計画の取りまとの 方などが管内市町村における 計画策定に当たって 活用されるよう 

配慮願いたい。 

エ なお、 地域福祉計画策定に 係る取り組みを 広く共有するため、 厚生労働省ホーム 

ぺ ー ジ に 「地域福祉計画」に 関する項目を 設け、 モデル市町村の 取組状況の掲載 や 

既に計画を策定している 自治体とのホームページとのリンタなどを 行っているとこ 

ろであ る。 都道府県においては、 管内市町村に 対し、 厚生労働省ホームページの 積 

極 的な活用について 周知願いた い 。 

( 厚生労働省ホームページ http Ⅳ www. ㎞ lw.g0.ID り 

また、 都道府県 スは 管内市町村が 当該地方公共団体のホームページに 地域福祉計 

画策定の取組状況を 掲載した場合には、 当課まで連絡願いたり。 

す また、 都道府県においても、 地域福祉計画策定に 向けてのフォーラムやコンペテ 

ィ ションの開催、 先進事例集の 作成など様々な 工夫により、 管内市町村における 質 

の 高い地域福祉計画づくりへの 気運を高めるよう 配慮願いたい。 
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き 続き特段の配慮を 願いたい。 
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エ さらに、 本調査では、 契約締結までに 相当な時間を 要する理由として、 本人や 
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も 福祉事務所等と 連携を図りながら 生活保護の被保護世帯の 自立や被保護世帯の 増 

加予防にご尽力 い ただきた い 。 

イ 生活福祉資金貸付制度の 安定的な運営 

生活福祉資金貸付制度は 昭和 3 0 年度の制度創設以来、 一貫して各都道府県の 社 

会 福祉協議会が 実施主体となり、 時代のニーズに 合わせて改善を 重ね現在に至った 

ところであ る。 水制度の安定的な 運営のためには、 円滑な事業実施に 必要な貸付 原 

資及び貸付事務費の 確保、 適切な償還指導等が 重要であ る。 

ついては、 貸付金額が高額となる 長期生活支援資金の 貸付けの増加が 予想される 

こと等を踏まえた 上で、 水制度の安定的な 運営に支障をきたすことがな い よ う 、 長 

期的な視点に 立ち、 必要な財源の 確保にご配慮 い ただきたり。 

ウ 長期生活支援資金の 活用の促進 

平成 i 4 年 t 2 月に創設した 水制度は、 低所得の高齢者世帯に 対し、 現に居住す 

る自己所有の 不動産を担保に 生活資金の貸付けを 行うものであ り、 現在 4 5 都道府 

県の社会福祉協議会で 事業が実施されているところであ る。 

高齢化社会の 進展に伴う本制度の 重要性に鑑み、 今後更なる制度活用の 拡大に向 

けて、 実施主体であ る都道府県社会福祉協議会に 対する支援をお 願いするとともに、 

各都道府県による 広報活動などを 通じ制度の幅広い 普及にご協力いただきたい。   
    
    
    

: ( 参考 ) 貸付決定の状況 ( 平成 1 6 年 1 2 月末現在 ) 
  
  
  

    
    
  貸付決定件数 2 3 2 件   
    
    
    

    
  貸付決定実績のあ る都道府県 数 3 3 都道府県   
    
      
エ 離職者支援資金貸付の 適正な実施 

水制度は、 パート労働者の 失業や雇用保険給付期間が 切れたことにより 生計の維 

持 が困難となった 世帯を対象としていることから、 迅速な審査処理にご 尽力いただ 

いているところであ る。 さらに、 貸し付けにあ たっては、 添付書類の内容の 確認、 

必要書類が提出できない 場合には民生委員調査書の 徴求等を行うとともに、 貸付の 
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申込み書類に 不自然な点が 認められる場合にほ 証明書類の発行元への 照会や追加書 

類の提出要求等を 行うなど適正な 貸付業務の実施が 求められているところであ る。 

一方、 最近、 不正な手段により 貸付けを受けるなど 水制度を悪用して 刑事事件に 

発展するケースが 新聞等で報道されているところであ る。 報道によれば、 組織的に 

不正を行っていたものや、 いわゆるヤミ 金融業者が関与していたものなど、 本来の 

目的であ る失業者世帯の 自立支援に反するのみならず、 制度の信頼を 大きく失いか 

れない事例も 見られるところであ る。 各都道府県及び 各都道府県社会福祉協議会に 

おかれては、 市町村社会福祉協議会に 対する適切な 事務処理に関する 周知登底、 不 

正の事実が疑われる 時には速やかな 警察等関係機関への 相談等を含め・ 適正な貸付 

業務の推進にご 留意 願 いたり。   
    
    
    

: ( 参考 ) 貸付実績 ( 平成 1 6 年 9 月末現在 ) 
  
  
  

    
    

  貸付決定件数 1 1, 44 7 件   
    
    

    
  貸付決定金額 1 5, 0 4 0 百万円   
    
    
      

(8) い のちの電話について 

近年、 我が国の自殺者数は 年間 3 万人を超える 状況が続き、 平成 t 5 年中の自殺者 

は 3 万 4 千人に達している。 

「 い のちの電話」は、 精神的危機に 直面し、 援助と励ましを 求めている人々が 健全 

な 社会人として 生活できるよ う 援助することを 目的として、 全国で 5 1 か 所設置 ( う 

ち 2 3 か 所は 2 4 時間体制で受付け ) され、 電話による相談事業を 通じ、 自殺を考え 

ている人を思いとどまらさせ、 また、 関係機関を適切に 紹介することにより、 自殺予 

防に寄与しているところであ る。 

各自治体においても、 他の自殺予防対策の 推進とあ わせて、 必要な人々が 電話相談 

を利用できるよう、 日頃 から「いのちの 電話」に関する 広報等を行っていただきたい。 

( 参考資料 8 参照 ) 

また、 平成 1 7 年度においても、 例年どおり 1 2 月 1 日 ～ 7 日にかけて、 フリーダ 

イヤルに よ る相談の受付けを 実施する予定であ るので、 広報等にご協力 い ただきたり。 
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